
 
 

          

 

 

１ 法改正について 

  （１） 国における検討状況 

    「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成 25 年法律第 65 号）に

ついて、2019 年２月から 2020 年６月にかけて、国の障害者政策委員会において、

障害者差別解消法の施行後３年の見直しに向けた意見がまとめられた。その後、衆

議院及び参議院での審議を終え、2021 年５月 28 日参議院本会議において全会一致

で可決、成立（令和３年法律第 56 号）、６月４日公布された。 

（２） 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」の概要 

１.国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加 

２.事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供義務化 

３.障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化 

（１）基本方針に定める事項として、障害を理由とする差別を解消するための支援措

置の実施に関する基本的な事項を追加する。 

（２）国及び地方公共団体が障害を理由とする差別に関する相談に対応する人材を育

成し又はこれを確保する責務を明確化する。 

（３）地方公共団体は、障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情

報（事例等）の収集、整理及び提供に努めるものとする。 

（３） 施行期日 

公布の日から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日 

  （４） 基本方針の改定 

６月 28 日に開催された、第 55 回障害者政策委員会において、「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する基本方針」改定の審議の進め方を決定。（基本方針の改定

案の作成時期：２０２２年夏頃を予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 条例見直しについて 

基本方針の改定状況を注視しつつ、障害のある方、障害者団体及び経済団体からの

意見を十分お聴きしながら進めていく。 

なお、愛知県障害者施策審議会にワーキンググループを設置し、８月以降（ワーキ

ンググループ：今年度３回開催予定）検討を進めていく。 

  ＜スケジュール案＞ 

２０２１年 ７月 第１回障害者施策審議会 

（法律見直しの報告、ワーキンググループ設置の承認） 

９月 第１回ワーキンググループ 

９、１０月 障害のある方、障害者団体及び経済団体等への条例改正概要説明

及び意見聴取 

１１月 第２回ワーキンググループ 

１２月 第２回障害者施策審議会 

２０２２年 １月 障害のある方、障害者団体及び経済団体等への条例素案説明及び

意見聴取 

２月 第３回ワーキンググループ 

       ３月 第３回障害者施策審議会 

※ 基本方針の改定案の作成時期が２０２２年夏頃を予定しているため、条例改正に

ついては、２０２２年９月以降の議会への提案を目指す。 
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